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その主要な項目を整理すれば，表21のようになろう。ここでは，社会的損失
を絶対的損失と相対的損失とに分け，さらに相対的損失を， (1)地域・住民に















































































































































































の推計によれば，高島町の全就業者数は， 1986年 7月 1日""'1989年 6月30日
までの 3年間で， 2，651人→329人へとマイナス2，322人 (88%)の大幅急減
となっている(前掲表10，参照)02，322人の減員のうち卸小売・飲食庖では
242人，公務を除くその他の第三次産業では311人，合わせて553人である。
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表22 高島炭鉱離職者の帰趨状況 (1989年 8月末現在) (単位:人. %) 
託〈1総数(外職員) 本 鉱(直轄) 組 夫(下請)
(1) 閉山時在職者数 1. 791 (103) 1.060 731 
(2) 解雇者数 1. 791 (10) 1.060 731 
(3) 解雇率(2)/(1)陶 100.0 (9.7) 100.0 100.0 
(4) 求職者数 1. 543 960 583 
(5) 就職前移転者数 453 312 141 
(6) 純求職者数(4)ー(5) 1.090 100.0% 648 100.0% 442 100.0% 
①就職者数 707 64.9 459 70.8 248 56. 1 
県内 388 35.6 233 36.0 155 35.1 
県外 319 29.3 226 34.9 93 21. 0 
②求職取消 65 6.0 22 3.4 43 9.7 
③有効求職者数 318 29.2 167 25.8 151 34.2 
(うち職業訓練中) 3 0.3 2 0.3 0.2 
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表23 人口の地域的変化の状況 (単位:人， %) 
土ぐご
A. 1986.11. 30 B. 1989.8.31 B-A 減少率
人 % 人 % 人 B-A/AIYoJ 
(1) 仲山・百万地区 1， 377 25. 1 296 21. 2 ム1，081 ム78.5
(2) 山手・蛎瀬地区 1， 905 34. 7 69 4.9 ム1，836 ム96.4
(3) 光町・西浜地区 1， 249 22. 7 577 41. 3 ム 672 ム53.8
(4) 本町地区 960 17.5 454 32.5 ム 506 ム52.7
l口』 Z十 5，491 100.0 1，396 100.0 ム4，095 ム74.6

























































































表24 住民の公共施設・サービスに対する懸念状況 (単位:%) 
施一設一・サ一ー一一ビ一ス一一←一一一一一優一先一順一位一 2 3 
(1) 病 院 44.7% 10.4% 12.6% 
(2) 船 便 (長崎一高島) 26.3 29.3 19.7 
(3) 島 内 ノt ス 6.3 20.0 7.5 
(4) 治安(外灯，空家・空地の管理) 5.6 7.9 13.0 
(5) 水 道 4. 7 8.2 11. 8 
(6) 公 衆 浴 場 4.4 10.7 13.4 
(7) 公 戸凸v. 住 宅 2.2 5.0 2.0 
(8) 小 中 戸十時 校 1.3 1.8 3.1 
(9) 市 場 1.3 1.8 5. 1 
Ú~ そ の 他 3.2 4.9 11. 8 






































汽船が， 450人乗りの 2隻のフェリーを 1日9往復定期就航させていた。し
かし閉山まで年間40万人台を維持してきた乗降人員が20万人を切るに及ん

















































表25 年齢階層別人口の変化 (単位:人， %) 
X 
A. 1986.11.30 B. 1989.7.31 増減 全国
(閉山直後) B-A (構成比.~6) 
人% 人 % 人 % % 
o ~19 1.489 27.1 188 13.4 ム1，301 ム87.4 28. 7 
20~39 1， 346 24.5 188 13.4 ム1.158 ム86.0 29.4 
40~59 1，953 35.6 501 35.7 ム1.452 ム74.3 26.6 
60~ 703 12.8 528 37.6 ム 175 ム24.9 15.3 
(65歳以上) 499 9.1 368 26.2 ム 131 ム26.3 10.6 
合計 5.491 100.0 1，405 100.0 ど~4 ， 086 ム74.4 100.0 



















































































A.老年人口(65才以上) 513 100.0 
l人くらし老人 77 15.0 
寝たきり老人 7 1.4 
老人ホーム入所者 39 7.6 














87 88 89 
人 % 人 % 人 % 
443 100.0 385 100.0 366 100.0 
84 19.0 77 20.0 84 23.0 
8 1.8 6 1.6 2 0.5 
39 8.8 39 10.1 39 10.7 
3， 193 1，754 1， 451 
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表27 炭鉱離職求職者(失業者)の年齢別構成 (単位:人， %) 
k〈1A有効求職者 うち両島在住者 B就職者人 % 人 % 人 % 
~ 29 8 2.5 0.9 96 14.6 
30 ~ 44 29 9.1 10 9.2 319 48.4 
45 ~ 54 80 25.2 28 25.7 220 33.4 
55 ~ 59 141 44.3 36 
24 3.6 
60 ~ 64 38 11. 9 20 18.3 
65 ~ 22 6.9 14 12.8 。
l口L 5十 318 100.0 109 100.0 659 100.0 





















































































(2) 三菱鉱業セメント側・高島炭鉱史編纂委員会編『高島炭砿史』同社， 1989年， 463~464 
48 経営と経済
ページ， 469ページ。















































































(lf9 高島町立病院『町立病院の診療体制の縮小計画~， 1989年 l月， 12ページ。
(1Q)守山正樹・斎藤寛「長崎県下の離島・高島における急激な人口流出と健康との関連
一炭鉱の閉山直後に行った郵送法健康調査の解析Jr 日本公衆衛生雑誌~ 36巻 1号， 1989 
年 1月， 15ページ。
仰 なお，先述の1987年 2月の調査でも， r今後の生活環境変化への心配・不安」のなかで，
「交通が不便になる」をあげた世帯の割合は，回答をよせた726世帯の72.5%に達し， r住
んでいる人の数が減るJ(61. 3%)を抜いて全 7項目中トップであった(向上論文， 13ペー
ジ。)。ただし，これらの質問項目の中には， r公共施設が減るJ(38.6%) という項目は
あったが，直接， r病院や診療体制の縮小」について尋ねた項目はない。
制 高島町『高島炭鉱閉山の場合の影響調~， 1986年 5月， 30~36ページ。
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人口の全人口比をとると，この比率は， 1985年の68.2%から2025年の60.2%まで8.0%の
低下にすぎない。しかも20世紀末までは， 66~69%台で推移する。現在の生活水準を不
変とすれば，生産年齢人口 l人当りの実質所得が，この40年間に，年平均でわずか0.30
%上昇すれば，全人口の扶養は可能なのである。 30年間としても年0.41%の増加でよい。
この程度なら年 4%の実質成長率であれば(1978~87年度のこの10年間の年平均実質成
長率は4.2%)，7年間で達成することができる。仮に40年間で生活水準が 2倍になって
も，年2.1%の成長率で足りる。先進諸国の中で最高の成長率を誇る日本で，この程度の
成長は十分可能と言ってよい。
第 4に，高齢者扶養の指標では生産年齢人口は全て就労人口であり，高齢者は全て被
扶養者であるという暗黙の仮定がなされているが，これは事実に相違する。生産年齢人
口であっても，男子の場合， 83%が労働力人口(就業者プラス完全失業者)であるのに
対して，女子の場合には労働力人口比率はまだ56%にすぎない(1988年，総務庁「労働
力調査J)。また高齢者でも，働いている人の割合は24%にも達する。そこで就労人口の
総人口に占める割合をみると， 1985年47.8%，2010年47.7%と推計される(川口弘・川
上則道『高齢化社会は本当に危機か』あけび書房， 1989年， 53~54ページ。)。この比率
は 1960年以来46~48%台でほぼ安定的に推移しており， 2025年においても，女性の社会
進出によって増加こそすれ，大きく低下することはないと推察される。
以上のような日本社会全体の将来の高齢化に対して，高島の場合には，以下，本文に
みられるように，①閉山によってっくり出された人為的・社会的高齢化のスピードが日
本平均の10倍を優に超える超ハイ・スピードであること，②同時に，それが，急速な人
口と世帯の激減をともないながら突然に発生し，家族の分散や地域共同社会の解体によ
る高齢者の弧立化と人口の自然減さえもたらしたこと，①地域に旧炭鉱労働者である高
齢者の滞留とかれらの失業及び就業機会のほぼ全面的な喪失を生み出したこと，④以上
のような閉山による就業機会の破壊と分散の不利益の矛盾は地域住民一般にも困難を与
えたが，ことに変化への対応能力に乏しい高齢者には，個人及び共同生活の維持困難と
して急速かつ集中的に現象したこと，①都市的生活様式の普及と高齢者特有の社会的共
同消費や福祉ニードの増大にたいして，公共的にも対応の遅れと供給不足が生じ，高齢
者の弧立と，生活困難の拡大の危険が増していることなど，すぐれて今日的かつ特徴的
な性格をもっ， r高齢化社会問題」の突出的発現であることに注意すべきであろう。
開 例えば，高島の場合でも，新規に企業誘致したA縫製会社は，当初雇用規模100人程度
の工場を計画していたが，雇用対象としていた若年女子労働者が期待したように集まら
ぬと分かるや，規模を÷に縮小し 長崎市北接の長与町に別工場を新設し拠点を移して
しまった。なお，わが国では，高齢化社会の急速な到来が言われながら，高齢者の雇用
保障については，政府も口では言っているが規制力がなく，企業側はことに大企業ほど
後向きである(上林千恵子「大企業と中小企業の高齢者対策J，法政大学大原社会問題研
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究所編『現代の高齢者対策』総合労働研究所， 1985年， 28~51ページ。)。
(本稿は，日本証券奨学財団助成研究による， r炭鉱閉山の島・長崎県高島町における地域
社会の再生J((代表・斎藤 寛》の成果の一部である。)
